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（株）不動産経済研究所が2月26日に発表した

「全国マンション市場動向 －2024年のまとめ－」によると、2024年1～12月に

全国で発売された民間分譲マンションは５万9,467戸で前年比8.6％の減となった。

3年連続の減少で、6万戸を下回るのはコロナ禍の影響を受けた2020年以来であった。

また2024年の住宅着工統計によると、全国における分譲マンション着工戸数は

前年比5.1％減の10万2,427戸であった。

今月号の特集では、本誌が調査対象とする首都圏（1都3県）、近畿圏（2府4県）以外の

中部圏・地方圏の1道36県について、その供給動向と着工戸数についてまとめた。

なお分譲マンションの供給動向については、

（株）不動産経済研究所発行の「全国分譲マンション市場動向」をもとに分析を行った。

地方都市における
分譲マンションの供給動向
～主要五都市を中心にみる1道36県データ～
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   （株）不動産経済研究所の「全国マンション市場動

向」によると、2024年1～12月に全国における民間

分譲マンションの新規供給戸数は前年比8.6％減の

５万9,467戸。圏域別にみると首都圏では前年比

14.4％減の2万3,003戸、近畿圏は同1.6％減の1万

5,137戸、中部圏は同1.0％減の6,080戸だった。首

都圏・近畿圏・中部圏の三大都市圏でいずれも前年よ

り減少したが、これらを除く地方圏においても前年よ

り減少し、前年比8.5％減の１万5,247戸にとどまっ

た  図表1  図表2 。

圏域別の供給戸数の構成比の推移をみると、首都

圏は前年比2.6ポイントダウンの38.7％、近畿圏

は同1.9ポイントアップの25.5％。中部圏は同0.8ポ

イントアップ の10.2％で、2001年以降で 初 めて

10％を超えた。一方で三大都市圏を除く地方圏では

供給戸数 の 減少 はあったが、構成比 は 横 ばいの

25.6％で一定の構成比を保っている  図表3 。

中部圏と地方圏の1道36県における新規供給戸数

をみると、2024年は山梨県を除く道県で供給が行

われ、18県では前年の供給を上回った  図表4 。

中部圏では、三重県以外で前年を上回り、愛知県

では前年より70戸増の5,162戸で、中部圏と地方圏

の中では５年連続で最も供給戸数が多かった。

北海道は前年より212戸減の1,362戸の供給で、

2年連続の減少となった。東北では宮城県で前年より

220戸増の1,162戸と2年ぶりの1,000戸台の供給が

あった一方で、秋田県・山形県では供給が前年より

100戸以上減少している。

北関東・甲信では茨城県のみ前年を上回り、436戸

増の878戸と大きく増加した。山梨県では前年に引き

続き供給がなかった。北陸は富山県で前年より116戸

減の57戸と減少している一方新潟県では前年より

256戸増の392戸が供給された。

中国では山口県で前年より179戸増の459戸が供

給されたものの、広島県では同782戸減の1,114戸、

鳥取県・島根県も前年を下回った。四国は香川県の

み前年を2戸下回る161戸であったが、徳島県で同

分譲マンションの供給動向

全国分譲マンション供給戸数と対前年比増減率の推移図表  1

資料：「全国マンション市場動向」より長谷工総合研究所作成

資料：「全国マンション市場動向」より長谷工総合研究所作成 ▲はマイナス

資料：「全国マンション市場動向」より長谷工総合研究所作成

資料：「全国マンション市場動向」より長谷工総合研究所作成

2024年 2023年 2022年 2021年 2020年
戸数 増減率 戸数 増減率 戸数 増減率 戸数 増減率 戸数 増減率

首都圏 23,003 ▲ 14.4％ 26,873 ▲ 9.1％ 29,569 ▲ 12.1％ 33,636 23.5％ 27,228 ▲ 12.8％
近畿圏 15,137 ▲ 1.6％ 15,385 ▲ 13.8％ 17,858 ▲ 5.8％ 18,951 24.7％ 15,195 ▲ 15.8％
中部圏 6,080 ▲ 1.0％ 6,144 ▲ 3.3％ 6,351 ▲ 15.1％ 7,481 38.9％ 5,386 15.8％
地方圏 15,247 ▲ 8.5％ 16,660 ▲ 13.2％ 19,189 9.8％ 17,484 44.5％ 12,098 ▲ 27.7％
全国 59,467 ▲ 8.6％ 65,062 ▲ 10.8％ 72,967 ▲ 5.9％ 77,552 29.5％ 59,907 ▲ 15.2％

圏域別分譲マンション供給戸数と対前年比増減率の推移図表  2

分譲マンション供給戸数前年比図表  4

全国分譲マンション供給戸数 圏域別構成比推移図表  3

都道府県別供給状況
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85増の96戸、愛媛県で同300戸増の438戸、高知県で102戸

と前年を上回った。

九州・沖縄では福岡県で前年より703戸減の4,092戸の

供給で、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県でも前年を下回っ

た。一方沖縄県は同313戸増の772戸で前年を大きく上回り、

佐賀県、長崎県でも前年を上回った  図表5 。

供給が行われた都市数（政令指定都市は1市として集計）の

推移をみると、2024年は111市町で供給が行われ、うち23

道県名
 2024年 2023年 2022年 2021年 2020年 2019年

戸数 増減数 戸数 増減数 戸数 増減数 戸数 戸数 戸数
北海道 1,362 ▲ 212 1,574 ▲ 562 2,136 507 1,629 1,148 1,390

東
　
北

青森県 25 8 17 ▲ 333 350 293 57 0 12
岩手県 106 67 39 ▲ 158 197 143 54 115 93
宮城県 1,162 220 942 ▲ 686 1,628 626 1,002 624 1,266
秋田県 36 ▲ 149 185 8 177 177 0 0 60
山形県 41 ▲ 135 176 85 91 ▲ 38 129 50 183
福島県 190 29 161 ▲ 120 281 128 153 182 76

北
関
東
・
甲
信

茨城県 878 436 442 ▲ 496 938 307 631 166 111
栃木県 195 ▲ 225 420 205 215 ▲ 158 373 232 569
群馬県 185 ▲ 3 188 ▲ 102 290 70 220 67 66
山梨県 0 0 ▲ 78 78 ▲ 127 205 16 146
長野県 97 ▲ 314 411 ▲ 27 438 96 342 282 440

北
　
陸

新潟県 392 256 136 ▲ 88 224 14 210 207 147
富山県 57 ▲ 116 173 139 34 ▲ 193 227 91 102
石川県 163 22 141 ▲ 194 335 241 94 183 160
福井県 79 ▲ 10 89 ▲ 21 110 ▲ 49 159 40 39

中
　
部
　
圏

岐阜県 135 33 102 ▲ 85 187 ▲ 388 575 304 105
静岡県 462 6 456 289 167 ▲ 174 341 302 412
愛知県 5,162 70 5,092 ▲ 565 5,657 ▲ 502 6,159 4,647 4,063
三重県 321 ▲ 173 494 154 340 ▲ 66 406 133 70

道県名
 2024年 2023年 2022年 2021年 2020年 2019年

戸数 増減数 戸数 増減数 戸数 増減数 戸数 戸数 戸数

中
　
国

鳥取県 109 ▲ 34 143 143 0 ▲ 54 54 160 45
島根県 14 ▲ 57 71 1 70 ▲ 55 125 80 107
岡山県 683 23 660 106 554 ▲ 92 646 401 442
広島県 1,114 ▲ 782 1,896 829 1,067 ▲ 602 1,669 1,173 1,807
山口県 459 179 280 ▲ 59 339 200 139 50 475

四
　
国

徳島県 96 85 11 2 9 ▲ 99 108 123 28
香川県 161 ▲ 2 163 ▲ 461 624 390 234 531 160
愛媛県 438 300 138 ▲ 267 405 137 268 147 110
高知県 102 9 93 ▲ 56 149 ▲ 277 426 233 167

九
　
州
　・　
沖
　
縄

福岡県 4,092 ▲ 703 4,795 ▲ 412 5,207 349 4,858 3,107 5,213
佐賀県 147 13 134 5 129 ▲ 197 326 112 158
長崎県 577 44 533 ▲ 185 718 115 603 462 511
熊本県 622 ▲ 31 653 56 597 ▲ 299 896 630 571
大分県 309 ▲ 322 631 387 244 ▲ 211 455 424 372
宮崎県 175 ▲ 174 349 10 339 26 313 99 341
鹿児島県 409 ▲ 148 557 ▲ 24 581 198 383 369 589
沖縄県 772 313 459 ▲ 176 635 139 496 594 774
合計 21,627 ▲ 3,338 24,965 ▲ 575 25,540 575 24,965 17,484 21,380

資料：「全国マンション市場動向」より長谷工総合研究所作成

道県別新規供給戸数の推移図表  5

市 区
2024年 2023年 2022年 2021年 2020年 累計

戸数 増減数 戸数 戸数 戸数 戸数 戸数

名
　
古
　
屋
　
市

中区 1,174  ▲ 305 1,479 1,739 2,404 1,210 8,006
東区 287  ▲ 300 587 446 292 575 2,187
北区 126  ▲ 88 214 181 168 356 1,045
西区 358 29 329 331 559 471 2,048
南区 44 36 8 10 8 12 82
中村区 655 161 494 611 701 249 2,710
熱田区 195 114 81 60 103 116 555
瑞穂区 309 147 162 144 240 70 925
中川区 169 164 5 164 198 119 655

市 区
2024年 2023年 2022年 2021年 2020年 累計

戸数 増減数 戸数 戸数 戸数 戸数 戸数

名
　
古
　
屋
　
市

港区 0  ▲ 34 34 130 71 0 235
昭和区 42  ▲ 51 93 135 106 12 388
千種区 768 283 485 699 192 326 2,470
守山区 32 3 29 39 0 0 100
名東区 157 5 152 121 191 86 707
天白区 33 2 31 70 18 38 190
緑区 127  ▲ 160 287 140 262 209 1,025

名古屋市計 4,476 6 4,470 5,020 5,513 3,849 23,328

名古屋市 区別新規供給戸数の推移図表  6

資料：「全国マンション市場動向」より長谷工総合研究所作成

都市別供給状況

主要五都市

市町は前年に供給が行われていなかった。前年を上回った

都市は68市町で、最も増加した、松山市では235戸増で供給

戸数は314戸。一方前年より減少した都市は72都市で、最も

減少した広島市では701戸減で、供給戸数は807戸だった。

名古屋市

2021年をピークに微減しているが、前年から6戸増の4,476戸

で堅調に推移。首都圏・近畿圏を除く市町の中では最も供給

戸数が多かった。中区・東区といった市中心部でそれぞれ

300戸以上前年を下回ったものの、千種区・西区・瑞穂区をは

じめとする外周地域で供給戸数が増加している。中でも千種

区は昨年から283戸増の768戸と、過去５年で最も多い供給

戸数となった  図表6 。

▲はマイナス

▲はマイナス
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福岡市 区別新規供給戸数の推移図表  7

市 区
2024年 2023年 2022年 2021年 2020年 累計

戸数 増減数 戸数 戸数 戸数 戸数 戸数

福
　
岡
　
市

博多区 476  ▲ 582 1,058 740 519 212 3,005
中央区 947 668 279 856 960 621 3,663
東区 493  ▲ 281 774 1,096 641 714 3,718
西区 180 135 45 179 108 54 566
早良区 221  ▲ 202 423 192 519 170 1,525
城南区 17  ▲ 117 134 172 51 85 459
南区 230  ▲ 3 233 254 225 108 1,050

福岡市計 2,564  ▲ 382 2,946 3,489 3,023 1,964 13,986

資料：「全国マンション市場動向」より長谷工総合研究所作成

市 区
2024年 2023年 2022年 2021年 2020年 累計

戸数 増減数 戸数 戸数 戸数 戸数 戸数

札
　
幌
　
市

中央区 314  ▲ 200 514 782 535 577 2,722
東区 323 60 263 279 105 199 1,169
北区 95  ▲ 44 139 256 416 0 906
白石区 0  ▲ 105 105 27 0 16 148
豊平区 215  ▲ 98 313 446 93 211 1,278
西区 61  ▲ 48 109 112 163 9 454
南区 67 12 55 55 42 0 219
厚別区 10  ▲ 35 45 21 199 88 363
手稲区 0 - 0 0 54 48 102

札幌市計 1,085  ▲ 458 1,543 1,978 1,607 1,148 7,361

市 区
2024年 2023年 2022年 2021年 2020年 累計

戸数 増減数 戸数 戸数 戸数 戸数 戸数

広
　
島
　
市

中区 120  ▲ 613 733 283 248 274 1,658
東区 69 44 25 137 111 28 370
南区 292 65 227 215 420 143 1,297
西区 187  ▲ 202 389 53 334 285 1,248

安佐北区 114 66 48 0 0 0 162
安佐南区 0 - 0 0 68 43 111
安芸区 25 11 14 0 0 4 43
佐伯区 0  ▲ 72 72 0 0 0 72

広島市計 807  ▲ 701 1,508 688 1,181 777 4,961

札幌市 区別新規供給戸数の推移図表  8

広島市 区別新規供給戸数の推移図表 10

資料：「全国マンション市場動向」より長谷工総合研究所作成

資料：「全国マンション市場動向」より長谷工総合研究所作成

福岡市

仙台市

札幌市

広島市

前年より382戸減 の2,564戸。2020年を除き2016年 から

3,000戸台の供給が続いていたが、2023年以降3,000戸を下回

り減少傾向。区別では大規模物件・超高層物件の供給が行われた

中央区で668戸増の947戸。西区でも135戸増加し180戸の供給

がみられた。一方その他すべての区で前年を下回っており、特に

博多区は前年大規模物件の第 1次発売が開始された反動もあり、

前年の1,058戸から476戸と半数以下の供給となっている  図表7 。

前年より87戸増の987戸。超高層物件の第1次供給が開始さ

れた青葉区・宮城野区で供給が増加し、全体の供給を押し上げた。

太白区では物件数が前年の4件から1件に減少し、供給戸数も減

少。泉区は2022年・2023年と供給があったが、2024年は供給

がなかった  図表9 。

前年より458戸減の1,085戸。2年連続の減少となり過去5年間

で最も少ない供給となった。東区・南区以外のすべての区で前年

を下回っており、特に中央区は前年から200戸減の314戸。一方

東区では新幹線「札幌駅」の開業に向け供給が開始された超高層

物件を中心に複数の第1期発売開始物件がまとまった戸数供給

され、過去5年で最も多い供給となった  図表8 。

前年より701戸減の807戸の供給にとどまる。東区・南区・安佐

北区は昨年から50戸前後増加。一方で昨年大規模物件の発売

開始が行われた中区で大幅に戸数が減少し、5年間で最も少な

い120戸の供給にとどまる。また、西区では物件数は前年と変わ

らないものの1件あたりの供給戸数が減少の影響により、前年

比202戸減少の187戸となった  図表10 。

仙台市 区別新規供給戸数の推移図表  9

市 区
2024年 2023年 2022年 2021年 2020年 累計

戸数 増減数 戸数 戸数 戸数 戸数 戸数

仙
　
台
　
市

青葉区 582 45 537 760 670 527 3,076
太白区 183  ▲ 67 250 104 17 85 639
宮城野区 165 165 0 395 33 0 593
若林区 57 14 43 228 158 12 498
泉区 0  ▲ 70 70 33 0 0 103

仙台市計 987 87 900 1,520 878 624 4,909

資料：「全国マンション市場動向」より長谷工総合研究所作成

2024年の全国の平均価格は6,082万円、前年比2.9％アッ

平均価格・分譲単価推移 プで8年連続の上昇。分譲単価は943千円 /㎡で同2.5％のアッ

プで12年連続の上昇。

主要五都市の平均価格と分譲単価の推移をみると、名古屋

▲はマイナス

▲はマイナス

▲はマイナス

▲はマイナス
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順
位 市町名

2024年 2023年 2022年 2021年 2020年
戸数 増減数 順位 戸数 順位 戸数 順位 戸数 順位 戸数

1 北九州市（福岡県） 615 ▲ 153 1 768 1 1,003 2 764 3 474

2 熊本市（熊本県） 504 ▲ 14 3 518 3 552 1 858 1 550

3 岡山市（岡山県） 471 85 6 386 6 465 5 441 5 329

4 つくば市（茨城県） 469 201 9 268 11 259 3 482 73 33

5 鹿児島市（鹿児島県） 409 ▲ 148 2 557 2 570 10 303 9 245

6 那覇市（沖縄県） 343 174 21 169 40 97 24 159 11 207

7 長崎市（長崎県） 319 60 11 259 5 498 4 463 8 257

8 松山市（愛媛県） 314 235 41 79 10 314 18 205 26 107

9 大分市（大分県） 309 ▲ 86 5 395 14 214 12 297 4 397

10 新潟市（新潟県） 290 194 36 96 28 122 28 132 18 131

地方都市 都市別供給戸数ランキング上位10都市図表 13

主要五都市における平均価格の推移図表 11

資料：「全国マンション市場動向」より長谷工総合研究所作成

資料：「全国マンション市場動向」より長谷工総合研究所作成 資料：「全国マンション市場動向」より長谷工総合研究所作成
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主要五都市における分譲単価の推移図表 12

全国分譲マンション着工戸数推移と対前年増減率の推移図表 14

資料：国土交通省「住宅着工統計」より長谷工総合研究所作成

2024年（1～12月）の主要五都市を除く都市別供給戸数上

位10都市をみると、最も供給戸数の多かった都市は北九州市

で前年から153戸減の615戸の供給で３年連続の１位となった。

次いで熊本市が同14戸減の504戸、岡山市が同85戸増の

471戸であった。つくば市は前年から201戸増の469戸で９位

から順位を上げ４位、そのほか那覇市が同174戸増の343戸、

松山市が235戸増の314戸、新潟市が同194戸増の290戸で

あり、大きく順位を上げている  図表13 。

その他の地方都市

市では平均価格は前年比8.3％アップの4,448万円、分譲単価

は同11.8%アップの878千円 /㎡。平均価格・分譲単価ともに

過去15年で最も高く、分譲単価は15年連続の上昇となった。

福岡市では、平均価格は前年比40.1％アップの5,598万円、

分譲単価は同27.0％アップの889千円/㎡。分譲単価は2024年

初めて名古屋市を超え、主要五都市で最も高い水準となって

いる。札幌市の平均価格は前年比3.3％アップの5,145万円、

分譲単価は同9.5％アップの808千円 /㎡。仙台市は平均価格

5,890万円で前年比27.2％アップ、分譲単価は844千円 /㎡で

同21.6％アップ。平均価格は2021〜2023年で最も高かった

札幌市を超え主要五都市で最も高くなった。広島市は平均

価格5,372万円で同31.8%アップ、分譲単価は752千円/㎡で

同10.4％アップだった  図表11  図表12 。

ここまでは2024年の分譲マンションの供給動向を

みてきたが、ここからは今後の供給能力に当たる着工

戸数の状況をまとめた。

2024年（1～12月）の全国における分譲マンション

の 着工戸数 は、前年比5.1 ％ 減 の10万2,427戸。

2020年以降増減はあるものの10万戸台で推移して

おり、新型コロナウイルス感染症拡大以前（2014～

2019年）の11万戸台の水準には届かなかった  図表14 。

圏域別にみると、首都圏は前年比3.3％減の5万

990戸、近畿圏は同6.6% 減の2万2,172戸、中部圏

は同17.6％増の１万1,217戸、地方圏は同17.5％減

の1万8,048戸となり、中部圏は３年連続で前年を
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2024年 2023年 2022年 2021年 2020年

戸数 増減率 戸数 増減率 戸数 増減率 戸数 増減率 戸数 増減率

首都圏 50,990 ▲ 3.3% 52,746 0.7% 52,379 4.8% 49,962 ▲ 7.3% 53,913 ▲ 9.2%

近畿圏 22,172 ▲ 6.6% 23,728 3.2% 22,999 10.0% 20,916 ▲ 18.8% 25,773 1.9%

中部圏 11,217 17.6% 9,540 4.3% 9,145 5.3% 8,685 ▲ 9.2% 9,570 ▲ 9.5%

地方圏 18,048 ▲ 17.5% 21,865 ▲ 7.6% 23,675 9.0% 21,729 16.6% 18,628 ▲ 17.3%

全国 102,427 ▲ 5.1% 107,879 ▲ 0.3% 108,198 6.8% 101,292 ▲ 6.1% 107,884 ▲ 8.4%

圏域別分譲マンション着工戸数と対前年増減率の推移図表 15

資料：国土交通省「住宅着工統計」より長谷工総合研究所作成

資料：国土交通省「住宅着工統計」より長谷工総合研究所作成

2024年 2023年 2022年
戸数 増減率 増減数 戸数 増減率 増減数 戸数 増減率 増減数

北海道 890 ▲ 58.0％ ▲ 1,228 2,118 ▲ 5.4％ ▲ 121 2,239 ▲ 0.2％ ▲ 4

東
　
北

青森県 153 － 153 0 ▲ 100.0％ ▲ 112 112 ▲ 54.5％ ▲ 134
岩手県 373 46.9％ 119 254 12.4％ 28 226 140.4％ 132
宮城県 1,578 136.2％ 910 668 ▲ 57.3％ ▲ 898 1,566 62.4％ 602
秋田県 0 ▲ 100.0％ ▲ 36 36 ▲ 90.6％ ▲ 345 381 182.2％ 246
山形県 0 ▲ 100.0％ ▲ 277 277 413.0％ 223 54 ▲ 61.4％ ▲ 86
福島県 101 ▲ 65.2％ ▲ 189 290 11.5％ 30 260 － 260

北
関
東
・
甲
信

茨城県 544 ▲ 2.0％ ▲ 11 555 ▲ 61.4％ ▲ 882 1,437 130.7％ 814
栃木県 108 ▲ 80.5％ ▲ 447 555 39.8％ 158 397 ▲ 6.1％ ▲ 26
群馬県 503 33.1％ 125 378 ▲ 28.0％ ▲ 147 525 82.3％ 237
山梨県 120 531.6％ 101 19 ▲ 75.6％ ▲ 59 78 － 78
長野県 424 33.3％ 106 318 ▲ 38.6％ ▲ 200 518 61.4％ 197

北
　
陸

新潟県 129 ▲ 46.9％ ▲ 114 243 ▲ 67.8％ ▲ 511 754 84.4％ 345
富山県 342 194.8％ 226 116 ▲ 38.6％ ▲ 73 189 114.8％ 101
石川県 67 59.5％ 25 42 ▲ 75.1％ ▲ 127 169 ▲ 56.1％ ▲ 216
福井県 188 261.5％ 136 52 ▲ 38.1％ ▲ 32 84 ▲ 62.5％ ▲ 140

首
　
都
　
圏

埼玉県 5,525 ▲ 5.1％ ▲ 297 5,822 4.9％ 271 5,551 39.6％ 1,576
千葉県 4,789 ▲ 16.6％ ▲ 956 5,745 ▲ 9.0％ ▲ 565 6,310 76.0％ 2,725
東京都 26,612 3.0％ 772 25,840 ▲ 12.6％ ▲ 3,739 29,579 ▲ 5.3％ ▲ 1,642
神奈川県 14,064 ▲ 8.3％ ▲ 1,275 15,339 40.2％ 4,400 10,939 ▲ 2.2％ ▲ 242

近
　
畿
　
圏

滋賀県 561 ▲ 28.1％ ▲ 219 780 ▲ 10.6％ ▲ 92 872 ▲ 36.9％ ▲ 509
京都府 3,833 51.1％ 1,296 2,537 6.5％ 154 2,383 23.5％ 454
大阪府 13,385 ▲ 11.4％ ▲ 1,721 15,106 7.3％ 1,031 14,075 ▲ 0.9％ ▲ 130
兵庫県 4,018 ▲ 20.2％ ▲ 1,017 5,035 3.1％ 153 4,882 60.5％ 1,841

2024年 2023年 2022年
戸数 増減率 増減数 戸数 増減率 増減数 戸数 増減率 増減数

奈良県 360 102.2％ 182 178 ▲ 65.4％ ▲ 337 515 43.1％ 155
和歌山県 15 ▲ 83.7％ ▲ 77 92 ▲ 66.2％ ▲ 180 272 － 272

中
　
部
　
圏

岐阜県 105 ▲ 79.8％ ▲ 415 520 1577.4％ 489 31 ▲ 90.1％ ▲ 282
静岡県 990 8.3％ 76 914 151.8％ 551 363 ▲ 3.7％ ▲ 14
愛知県 9,934 26.1％ 2,055 7,879 ▲ 3.7％ ▲ 300 8,179 6.1％ 467
三重県 188 ▲ 17.2％ ▲ 39 227 ▲ 60.3％ ▲ 345 572 102.1％ 289

中
　
国

鳥取県 109 ▲ 51.1％ ▲ 114 223 － 223 0 ▲ 100.0％ ▲ 158
島根県 321 ▲ 8.0％ ▲ 28 349 147.5％ 208 141 ▲ 5.4％ ▲ 8
岡山県 559 ▲ 59.3％ ▲ 816 1,375 3.2％ 42 1,333 71.8％ 557
広島県 1,903 ▲ 18.9％ ▲ 444 2,347 33.4％ 588 1,759 ▲ 19.8％ ▲ 433
山口県 487 17.3％ 72 415 10.4％ 39 376 ▲ 42.7％ ▲ 280

四
　
国

徳島県 141 ▲ 31.6％ ▲ 65 206 390.5％ 164 42 － 42
香川県 238 ▲ 39.9％ ▲ 158 396 ▲ 24.4％ ▲ 128 524 ▲ 13.7％ ▲ 83
愛媛県 497 20.0％ 83 414 13.4％ 49 365 ▲ 25.8％ ▲ 127
高知県 55 ▲ 66.9％ ▲ 111 166 9.9％ 15 151 109.7％ 79

九
　
州
　・　
沖
　
縄

福岡県 4,076 ▲ 17.7％ ▲ 879 4,955 ▲ 1.8％ ▲ 93 5,048 ▲ 20.4％ ▲ 1,291
佐賀県 232 ▲ 35.0％ ▲ 125 357 131.8％ 203 154 ▲ 42.5％ ▲ 114
長崎県 564 ▲ 54.2％ ▲ 668 1,232 62.7％ 475 757 135.8％ 436
熊本県 754 8.3％ 58 696 6.3％ 41 655 23.1％ 123
大分県 802 122.2％ 441 361 ▲ 59.9％ ▲ 539 900 233.3％ 630
宮崎県 277 16.9％ 40 237 ▲ 8.5％ ▲ 22 259 ▲ 58.0％ ▲ 358
鹿児島県 679 13.7％ 82 597 ▲ 35.1％ ▲ 323 920 28.5％ 204
沖縄県 834 ▲ 48.5％ ▲ 784 1,618 24.3％ 316 1,302 32.7％ 321
合　計 102,427 ▲ 5.1％ ▲ 5,452 107,879 ▲ 0.3％ ▲ 319 108,198 6.8％ 6,906

都道府県別分譲マンション着工戸数推移図表 17

資料：「全国マンション市場動向」より長谷工総合研究所作成

上回ったが、それ以外の圏域では前年を下回った
 図表15 。

都道府県別に着工戸数の推移をみると、前年と比

較し、20都府県で増加、27道府県で減少した。また

1万戸以上の着工があった都府県は、東京都・神奈川

県・大阪府で、東京都は前年比3.0％増の2万6,612戸

と2019年以来６年ぶりに増加した。また神奈川県

は同8.3％減の1万4,064戸、大阪府は同11.4% 減の

１万3,385戸と減少している。

前年比50％以上かつ500戸以上増加した都道府県

は宮城県・京都府の２府県。宮城県は2024年に供給

戸数が増加したが着工戸数も増加し、前年比136.2％

増の1,578戸となった。供給戸数が前年より減少した

京都府の着工戸数は同51.1％増の3,833戸だった。

一方前年比50％～100％減と大きく下回った道県

は、北海道・福島県・栃木県・岐阜県・和歌山県・鳥取

県・岡山県・高知県・長崎県の９道県。そのうち、福島

県・岐阜県・和歌山県・岡山県・高知県・長崎県の６県

は2024年の供給戸数が前年を上回ったが、着工戸数

は減少した。また秋田県、山形県では着工戸数が0戸

だった  図表16  図表17 。

都道府県別着工戸数

前年より大きく下回る
（前年比50～100％減少）

前年を上回る
（前年比50％以上増かつ500戸以上増を除く）
前年を大きく上回る
（前年比50％以上かつ500戸以上増）

着工戸数が0戸 

前年より下回る（前年比～50％減）

北海道

長
崎

沖
縄

佐
賀

熊
本

山
口

島
根

鳥
取

広
島

岡
山

兵
庫

大
阪奈
良三
重

滋賀
岐
阜

長
野

石
川

福岡

大分

宮崎 香川

京都

和歌山

福井

富山 新潟 福島

宮城山形

秋田 岩手

青森

山梨 東京

神奈川神奈川

埼玉

群馬 栃木 茨城

千葉

静岡愛知徳島愛媛
高知鹿児島

資料：国土交通省｢住宅着工統計｣より長谷工総合研究所作成

分譲マンション着工戸数 前年からの推移図表 16

▲はマイナス
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2024年は中部圏、地方圏共に供給戸数は前年を下回り、

全国の供給戸数は3年連続で前年比減となった。平均価格に

ついては、主要五都市など地域の核となる都市における供給

が押し上げ、上昇傾向が継続している。首都圏や近畿圏同様、

価格の上昇が供給戸数の絞り込みを促し、供給戸数減少の

要因の一つとなっていると思われる。

また、北海道、広島県、福岡県など着工戸数が前年から大幅

2024年の中部圏、地方圏における20階以上の超高層マン

ションの戸数は2,473戸で前年比64.0％増、20階以下を含め

た供給戸数全体に対し11.6％を占め、近畿圏における7.1％

を上回った  図表18 。超高層マンションがどのような都市で供給

されているか、都市の規模別や属性別に構成比を見ると、

2019年は主要五都市（札幌市・仙台市・名古屋市・広島市・

福岡市）で80％を超えていたが、2020年以降は主要五都市

を除く市の構成比が拡大、2024年は構成比54.1％と半数を占

めている。主要五都市を除く、県庁所在地での供給は2021年

まで地方圏・中部圏の中で構成比20％前後で推移していたが、

2023年以降は新潟市・高松市・熊本市・鹿児島市といった各

圏域の中心となる市で複数の超高層物件の発売が開始された

こともあり、構成比は40％前後に拡大した。その他の市では

2019年は限定された供給だったが、2021年より構成比は10～

30％程度を占めている  図表18 。

に減少した道県もあり、建築費の高止まりなどにより供給材

料確保の難易度が高まっている可能性もある。今後も供給戸

数の絞り込み、価格の上昇傾向は続くと予測される。

栗本香澄（Kasumi_Kurimoto@haseko.co.jp）

上原知也（Tomoya_Uehara@haseko.co.jp）

# 地方都市 #マンション市場 # 着工統計 # 超高層 

#マンション価格

主要五都市の分譲単価を2019年と2024年で比較すると、

20階未満に対し超高層マンションは大きく上昇している。名古屋

市では2020年から分譲単価1,000千円/㎡以上で推移。2022年

以降は継続的に上昇し、2024年の分譲単価は1,234千円/㎡

となった。福岡市では2022年は価格が抑えられた東区の供給

戸数構成比が高く20階未満と分譲単価の乖離は少なかったが、

2024年に中央区における高額物件の供給が開始された影響も

あり分譲単価は1,303千円 /㎡と大幅に上昇した。札幌市は、

2021年に再開発に関連して多くの超高層物件が供給され、価

格を大きく引き上げ、その後も毎年発売開始物件が供給され上

昇傾向が継続、2024年の分譲単価は1,168千円/㎡となった。 

仙台市は2024年に881千円/㎡、広島市は919千円/㎡に上昇

している  図表19 。その他の都市における超高層マンションの分

譲単価についても、2019年は500千円/㎡台が最多だったが、

2024年は700千円/㎡台が中心となっている。

ま と め

中部圏・地方圏の超高層マンション供給戸数推移図表 18 主要五都市の超高層マンション分譲単価推移図表 19

資料：「全国マンション市場動向」より長谷工総合研究所作成 資料：「全国マンション市場動向」より長谷工総合研究所作成

中部圏・地方圏における超高層マンションの供給動向トピックス
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